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【議会事務局】 

１．事業成果の概要 

平成２８年度においては、これまで議事機関として先人達が築いてきた議会を継承しつ

つ、より一層の議会活性化と住民により開かれた議会（ケーブルテレビによる議会放映、

告知端末機等を使った議会開催周知、議会だより発行）に心がけ、本会議はもとより、各

常任委員会、全員協議会等を積極的に開催し、山江村が抱える諸問題の解決や地方創生総

合戦略の実現に向けた取り組みに対し提言を行い、支援協力を行った。 

 また、平成２８年４月に発生した熊本地震を教訓とした、議会機能の迅速な対応を行う

ための、災害時の行動マニュアルを議会独自に平成２８年５月９日制定し、災害時の活動

の方針を申し合わせた。 

尚、村の振興や諸問題の解決には、国や県の支援を受けることも重要であることから、

地元選出の国会議員等に対し要望活動を行った。 

議会活動に関する報告としては、定例会後の会議録（議事録）及び議会だより「まるお

か」を村ホームページに掲載し、議会活動が住民の身近なものとなるよう努めた。 

 

２．議会の組織及び構成に関する事項 

(1) 定 数 

任    期 議員定数 現在員数 

平成２７年４月３０日～ 平成３１年４月２９日 １０ １０ 

 

 

 (2) 議会構成          【平成２７年４月３０日～ 平成３１年４月２９日】 

議

席 

氏  名 

所属常任委員会及び 

他の委員会 

議

席 

氏  名 

所属常任委員会及び 

他の委員会 

１ 赤 坂  修 

総務文教常任委員会副委員長 

議会広報編集特別委員会委員 

６ 谷口予志之 

産業厚生常任委員会委員 

議会運営委員会副委員長 

２ 横 谷  巡 

産業厚生常任委員会委員長 

議会運営委員会委員 

７ 秋 丸 光 明 産業厚生常任委員会副委員長 

３ 森 田 俊 介 

産業厚生常任委員会委員 

議会広報編集特別委員会副委員長 

８ 中竹耕一郎 

副議長 

総務文教常任委員会委員 

４ 西  孝 恒 

総務文教常任委員会委員長 

議会運営委員会委員 

議会広報編集特別委員会委員 

９ 秋 丸 安 弘 

議長 

総務文教常任委員会委員 

５ 立 道 徹 

産業厚生常任委員会委員 

議会広報編集特別委員会委員長 

10 松 本 佳 久 

総務文教常任委員会委員 

議会運営委員会委員長 



３．定例会及び臨時会における事件に関する事項 

 

(1) 会議毎の会期・期日及び提案事件の内容 

区 分 

会

期

日

数 

開会期日 

村 長 提 案 議 長 提 案 

計 

条 

 

例 

予 

 

算 

事 

 

件 

承 

 

認 

同 

 

意 

報 

 

告 

発 

 

議 

選 

 

挙 

報 

 

告 

請

願

書 

意

見

書 

そ

の

他 

第４回 

定例会 

３ 

6 月 8 日 

6 月 10 日 

2 5 1 8 2 1 1     2 22 

第５回 

定例会 

10 

9 月 7 日 

9 月 16 日 

2 7 8  2  3     3 25 

第６回 

臨時会 

１ 

11 月 4 日 

11 月 4 日 

 1 1         1 3 

第７回 

定例会 

３ 

12 月 7 日 

12 月 9 日 

4 7 1     1   1 2 16 

第１回 

定例会 

10 

3 月 8 日 

3 月 17 日 

10 12 2 1       1 3 29 

第２回 

臨時会 

１ 

3 月 30 日 

3 月 30 日 

2           １ 3 

 

 

４．各委員会及び全員協議会に関する事項 

 (1)付議事件の審査及び調査並びに議会運営についての委員会及び協議会の開催回数 

区 分 

総務文教

常 任 

委 員 会 

産業厚生

常 任 

委 員 会 

常任委員

長 会 

議会運営

委 員 会 

全 員 

協 議 会 

特 別 委 員 会 

計 

広報編集 

議会活性

化 調 査 

回 数 １ １ 1 7 １３ ８ ５ ３６ 

 

 ※特別委員会 

・議会活性化調査特別委員会 

   （平成２７年１２月１１日設置し、調査継続中）     委員会会議 ５回 

 

 ※全員協議会 

   山江村議会申し合わせ事項（議会議員ハンドブック） 

平成２８年１１月１４日制定 

 



５．議員研修に関する事項 

 (1) 議員の知識の向上と地域の振興発展を図るため、県・郡議長会及び村議会主催によ

る研修会及び村議会議員の政務研修の開催状況 

区 分 

常任委員

会研修会 

正・副議

長研修会 

常任委員

長研修会 

全議員 

研修会 

新議員 

研修会 

その他 

委員会 

研 修 

計 

回 数 １ ３ １ ２ ０ ２ ９ 

  

 ※常任委員会研修 

   合同常任委員会研修：宮崎県（三股町、高原町） 

            （研修内容：ふるさと納税、地方創生事業、農林業振興など） 

※全議員研修 

   産業行政視察研修：富山県（富山市、高岡市、射水市、舟橋村） 

            （研修内容：日本一小さな村、住民に親しまれる図書館など） 

※その他委員会研修 

   議会活性化調査特別委員会：議会基本条例、選挙公報研修（錦町、湯前町） 

   議会広報編集特別委員会 ：全国町村議会広報研修会（東京都） 

 

 

６．会議に関する事項 

(1)円滑な議会運営を図るための県・郡町村議長会主催による会議の開催状況 

区分 

熊 本 県 

町村議長会議 

球 磨 郡 

町村議長会議 

下 球 磨 

5町村議長会議 

その他 計 

回数 
２ １２ ２ 0 １６ 

 

 

 

７．正副議長研修及び要望活動に関する事項 

  全国町村正副議長研修会       平成 28 年 5 月 30 日～平成 28 年 5 月 31 日 

熊本県町村正副議長研修会      平成 28 年 8 月 1 日 

管内主軸事業要望          平成 28 年 10 月 18 日～平成 28 年 10 月 19 日 

  町村議会議長全国大会        平成 28 年 11 月 9 日～平成 28 年 11 月 10 日 

 

 

 

 

 

 

 



８．議会議員の要望活動に関する事項   

  ① 山江村主軸事業の促進を図るための国及び県への要望活動 

区分 国に対する要望 県に対する要望 計 

回数 １ 0 1 

   ※県選出衆参議院議員及び経済産業省への要望    平成 28 年 8 月 29 日 

 

 

９.議会広報に関する事項 

  議会活動報告として、議会広報（まるおか）を定例会の翌月に４回発行した。 

表紙には区の宝と題し、各行政区順番に文化財や史跡などの写真を地元に出向き、住 

民の話を聞きながら編集を行っており、親しみやすい広報づくりに努めている。また、 

山江村ホームページへも掲載した。 

 

 

１０．他町村からの視察研修受け入れ状況 

  ※研修内容：ＩＣＴ教育の取り組み等 

  岐阜県神戸町議会  １４名  平成２８年 ７月２８日 

  静岡県小山町議会   １名  平成２８年１０月１２日 

  茨城県阿見町議会   ５名  平成２８年１０月１７日 

  和歌山県九度山町議会 ３名  平成２８年１１月２４日 

 

 

１１．一部事務組合議会等の議員に関する事項 

【平成２７年５月８日～ 平成３１年４月２９日】 

一部事務組合議会等名 議  員  氏  名 

川辺川土地改良事業連絡協議会 赤 坂 修  

人吉下球磨消防組合議会 松 本 佳 久  

人吉球磨広域行政組合議会 谷口予志之 森 田 俊 介 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【監査事務局】 

 

１． 山江村監査委員について 

 〔平成２６年～平成３１年〕 

氏   名 選 任 年 月 日 摘             要 

木 下 久 人 平成２６年９月 ９日 

識見を有する委員：代表監査委員 

 （任期：平成３０年９月 ８日） 

赤 坂     修  平成２７年５月 ８日 

 議会選出監査委員 

（任期：平成３１年４月２９日） 

  

 ２．例月現金出納検査について 

   〔山江村監査委員に関する条例第7条・地方自治法235条の2第1項〕 

 

      山江村一般会計、特別会計（国民健康保険事業、簡易水道事業、農業集落排水事業、介

護保険事業、後期高齢者医療事業、ケーブルテレビ事業）の各会計について、会計管理者

の保管する現金（歳計現金、歳入歳出外現金、一時借入金、基金に属する現金及び預かり

金等）の在高及び出納関係諸表の計数の正確性を検証するため、毎月１５日を基準日とし

て、１日間（４・５・６月は２日間）検査を実施した。 

 

  ３．決算審査について 

〔山江村監査委員に関する条例第8条・地方自治法233条第2項〕 

 

      平成２８年７月１４日から８月９日までの実日数１７日間をかけて、山江村の平成２７

年度一般会計、特別会計（国民健康保険事業、簡易水道事業、農業集落排水事業、介護保

険事業、後期高齢者医療事業、ケーブルテレビ事業）の各会計の決算及び諸書類、その他

政令で定める書類並びに地方自治法２４１条第５項の規定により、定額の資金運用基金運

用状況を示す書類について説明を受け、審査した。なお、審査に関する意見書を平成２８

年８月９日に村長に提出し、９月定例議会において認定。 

 

  ４．定期監査について 

〔山江村監査委員に関する条例第3条・地方自治法199条第4項〕 

      平成２８年１０月１９日、２０日、２１日の３日間をかけて、山江村の平成２８年度上

半期の財務に関する事務執行の適正・効率性を主眼として、村の経営に係わる事業の管理

が合理的かつ効率的に行われているか、又事務事業の執行に係わる平成２７年度繰越、平

成２８年度発注工事及び委託業務等の事務処理について実施した。 

 

  ５．財政健全化法に係る審査について 

  〔地方公共団体の財政の健全化に関する法律第3条第1項・22条第1項〕 

平成１９年６月に成立した「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により、わか

りやすい財政情報を公表することになったもので、平成２８年８月１９日、平成２７年度

の決算により財政の健全化を判断する指標、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債

費比率、将来負担比率について算定基礎が記載された書類について審査し、意見書を平成

２８年８月２５日に村長へ提出した。 

 

 



６．監査委員の研修について 

 

      適正な監査を行うため、下記の研修会に参加し、委員の監査業務の知識向上に努めた。 

      各種研修は、以下のとおり 

 

 

 研 修 会 期 日 場 所 参加者 摘        要 

   平成２８年７月２７日  

（１日間） 

熊本市 ２  熊本県町村監査委員協議会研修会 

平成２８年８月２５日  

（１日間） 

湯前町 ２  球磨郡町村監査委員研修会 

平成２８年１０月３１日 

    ～ １１月 ２日 

（３日間） 

東京都 ２  町村監査委員全国研修会 

平成２９年３月２７日  

（１日間） 

熊本市 １  熊本県町村監査委員協議会研修会 

 

 

 

 

 

７．球磨郡監査委員連絡協議会について 

 

  球磨郡町村監査委員の監査業務の知識向上はもとより、各町村相互の監査業務に対する 

  支援と調整を行い、適正監査の機能強化に努めた。 

 

氏   名 選 任 年 月  役   職 

木 下 久 人 平成２７年 ４月 

監 事 

 （任期：平成２９年 ３月） 

 

 役員会の開催 

 

  第１回役員会   平成２８年 ６月２９日  湯前町 

  

  第２回役員会   平成２８年１１月１８日  あさぎり町 

 

 第３回役員会   平成２９年 ３月２７日  熊本市 

  



 


